


　産業革命以降、石油など化石燃料の大量消費により、二酸化炭素
をはじめとする温室効果ガスの排出が急激に増加し、地球全体の平均
気温は1906年から2005年までの100年間で約0.74℃上昇しました。
IPCC※の第4次報告によると、100年後には最大で気温が6.4度上昇
することが予測されています。

　1997年に開催された気候変動枠組条約第3回締約国会議（COP3）において、京都議定書が採択され、加盟先進諸国は2008年
から2012年までの５年間の温室効果ガス排出量を1990年比で一定割合削減することが義務づけられました。
　また、2011年11月28日から12月11日まで南アフリカのダーバンで開催された第17回締約国会議（COP17）では、京都議定書の延
長問題と中国、アメリカ、インドなど温室効果ガスを大量排出しているにもかかわらず未加盟の国に対する参加要請などが議論され
ました。予定の時間を超えた議論の結果、京都議定書の延長を決定し、2020年にすべての国が参加する新枠組みを発効させるこ
とを盛り込んだ工程表を採択して閉会しました。
　日本は議定書の延長期間に参加せず、新枠組みまで自主的な対策を実施することになりました。

地球温暖化の背景と進行状況について

地球温暖化防止に向けた世界の流れ

地球温暖化防止に向けた国内の動き

＜地球温暖化の影響＞
◆気温上昇
◆海面上昇
◆異常気象の増加
◆伝染病の拡大　　など

高成長社会シナリオ
→高度経済成長が続き、化石燃料を
　重視する社会

持続可能な発展型社会
シナリオ
→経済発展と環境保全が両立する社会
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※気候変動に関する政府間パネル（Intergovernmental Panel on Climate Change）
　地球温暖化の将来予測や環境・社会・経済への影響、対応策等について研究する国際的な機関
　

　京都議定書において、日本は、2008年4月から2012年までの5年間の温室効果ガス排出量の平均値を、1990年比で6％削減する
ことが義務づけられ、これまで、京都議定書目標達成計画や省エネ法などにより、温暖化対策が進められてきました。その結果、2009
年度（速報値）の温室効果ガスの排出状況をみると、1990年度比で4.1％減となり、2008年度と比べると、5.7％減少しています。
　一方、2011年3月11日に発生した東日本大震災は、深刻な電力供給不足の危機をもたらしましたが、需要家の皆様の積極的な節
電対策により、2011年の夏を無事乗り切ることができました。ただし、原子力発電所の相次ぐ停止により火力発電所の稼働率を高め
ざるを得ない状態であり、化石燃料の使用に伴う温室効果ガスの増加が懸念されています。社会全体で節電意識の定着を図り、省
エネルギー対策を継続していくことが必要です。



　東京都では、2020年までに温室効果ガス排出量を2000年
比で25％削減するという目標を掲げ、2007年6月に策定した「東京
都気候変動対策方針」に基づき、先駆的な取組を推進しています。
◆業務・産業部門の排出量の約40％を占める大規模事業所に対し
ては、2010年4月から「総量削減義務と排出量取引制度」を開始し
ました。
◆業務・産業部門の排出量の約60％を占める中小規模事業所に対
しては、簡単に二酸化炭素排出量を把握し、具体的な地球温暖化
対策に取り組むことができる「地球温暖化対策報告書」の提出受
付を2010年4月から開始しました。報告書の提出を条件として、｢総
量削減義務と排出量取引制度｣における都内中小クレジットへ
の事業者の参加や「中小企業者向け省エネ促進税制」による
省エネ設備の導入に対する事業税の減免などの支援も実施して
います。

◆東京都内の業務・産業部門の二酸化炭素排出量を大幅に削減するには、削減義務のない中小規模事業所における積極
的な省エネルギー対策が不可欠です。東京都地球温暖化防止活動推進センター（クール・ネット東京）では、次のような支援
活動を行っていますので、是非ご活用ください。

東京都内の二酸化炭素排出状況と温暖化対策について

クール･ネット東京が実施する中小規模事業所向けの主な支援策
１.省エネルギー相談総合窓口：省エネルギーの取組手法や技術等に関して、個別の事情に応じた専門的な助言
や情報を提供しています。

２.無料省エネルギー診断：技術専門員が事業所にお伺いして省エネルギーに関する提案や技術的な助言を行
う「省エネルギー診断支援」や「運用改善技術支援」を実施しています。
３.研修会等の開催：区市町村や業界団体と連携して、省エネルギー対策のポイントや進め方についての研修会
やイベントでの個別相談会を実施しています。

４.地球温暖化対策ビジネス事業者の登録・紹介：温暖化対策の知見及び技術を有する事業者の登録及び紹介を
行っています。

その他部門
2.40%

家庭部門
27.40%

運輸部門
24.90%

東京都内の部門別CO2排出量割合
（2009年度暫定値）

業務・産業部門

45.30%

大規模
事業所

中小規模
事業所

 CO2総排出量
56.6百万トン

※ 燃料、熱及び電気の使用に伴うエネルギー消費量を原油に換算した値が年間1,500kL以上を大規模事業所、1,500ｋＬ未満を中小規模事業所と言います。



































古紙配合率100%再生紙を使用しています 
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